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1．次世代電子行政サービス（eワンストップサービス）の実現に向けた   

グランドデザイン（概要）（平成20年6月4日）  

Ⅰ次世代電子行政サービスとは  

Ⅱ ライフイベントに即したワンストップサービス  

Ⅲ ワンストップサービスを実現する技術要素  

Ⅳ 次世代電子行政サービスの実現に向けて   

2．2008年度のプロジェクトチームとワーキンググループのタスク  

サービス基盤めイメージ図 具体的な目標  

2．行政事務の最適化の推進   
○ サービスの付加価値の向上と効率化   
● 全体最適を意識した業務プロセスヘの変革   
○ 今まで実現できなかったサービスの実現etc 

－ 

行政サービス連携  

．国民と行政の信頼強化  
○ 行政サービス・情報■プロセスの見える化  
○／個人情報へのアクセス履歴の本人からの閲覧  
etc 

多くの利用が見込め、かつ国や地方、個人や企業が係わ  
るイベントである「引越」と「退職」の？ンストップサービス  

実現を次世代電子行政サ⊥ビスの第一歩とする。   



ライフイベント単位で手続をワンストップ化→利用者の利便性向上、行政の効率化  

BPRによる効率化、添付書類の削減、一元的でわかりやすい情報提供などを推進  

効果（引越）  効果（退職）  

官民あわせて年間約1000億巴竺のコスト削減効果の見込み  

［ブ悪賢転A習杜鍵  

官民あわせて年間約1200億円竺のコスト削減効果の  

訪問：6機関  

添付：15書類  

訪問：企羞馳個人は公共塩基安  
喜．   
添付：  な占  

旦9塵男  企業・退職者側の効果が約900憶円、サービス提供者側の効果が約300條円  

引越ワンストップのイメージ  退職ワンストップのイメージ  

現在  

・保雷l曇の決定  

・引轟l会社の決定 ○  
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冊 サービスを実現するた吟に「eワンストップ・イニシアティブ」を推進する。先行プロ   
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銅  
造の社会へ導く次世代電子行政サニビえ面趣続的な成長だ向げた由緒みを進紘  

■ PTとWGのタスク  

2008年度の主な活動内容は、グランドデザインに描かれた将来像を実現するための計画策  

定とする。  

①標準モデルとして選択した引越・退職のワンストップサービスに関して、2010年度卿こ  
実現する当初のサービス範囲を明確化し、当初実現するサービスの具体的な実現方策  

について検討する。   

②引越・退職の個別具体的な手続に限らず、将来提供するサービスの実現のための方向  
性等について検討する。  

がダー 
一叫＿， 

引越手続のワンストップサービス実現に向けた検討をする。将来像を実現するためには、技術的、制  
度的等の様々な観点からの検証作業が必要となることから総務省の「地域情報プラットフォーム推進  

事業」に係る委託事業の検討内容等を通じてグランドデザイン実現の方策等について検討する。  

なお、今年度の総耗省の委託事業では自治体一自治体、自治体一民間との連携が検証範囲である  
が、省庁一自治体における連携についても本WG内にて検討する。  

退職手続のワンストツフサービス実現に向けた検討をする。特に、退職手掛こ関する現状分析や将来  

像を明確化し、当初のサービス開始に向け今後必要とされる実証実験の実施等を含めた具体的な実現  
方策等について検討する。   



オンライン利用拡大行動計画（平成20年9月1  2日汀戦略本部決定）より抜粋  

オンライン利用に係るガイドラインの策定  

内閣官房（lT担当室及び情報セキュリティセンター）において、電子政府の手続に応じたセキュリティ確保策、ユーザ  

ビリティ向上方策について政府横断的な統一ガイドラインを策定することに向け、有識者を含めた検討の場を速やか  
に立ち上げ、「セキュア■ジャパン2008」における取組も踏まえつつ、経済産業省及び関係府省の協力を得て、年度内  

に一定の方向性を取りまとめることとする。  

政府ガイドライン作成検討会（平成20年10月2日より開催）  

座  長：須藤 修 東京大学大学院情報学環教授  
座長代理：辻井重男 情報セキュリティ大学院大学学長 他（計23名）   

課題：  

電子政府の手続に応じたセキュリティ確保策及びユーザビリティ向上方策について政府横断的な統一ガイ地  

を遠足することに向け、年度内に一定の方向性を取りまとめ。  

リティ分科会  ユーザビリティ分科会  

主査：  

山田 肇 東洋大学経済学部教授  

主査代理：  

主査：  

辻井 重男 情報セキュリティ大学院大学学長  

主査代理：  

佐々木良一 東京電機大学未来科学部教授  

他 （計10名）  

黒須 正明（独）メディア教育開発センター理事長補佐  

他 （計10名）   



「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」  

－電子私書箱（仮称）プラットフォーム基本設計－  

「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」ユースケース検討ワーキンググループ中間報告（抜粋）  

平成21年2月6日  

内閣官房IT担当室  

◆活動状況   

汀戦略本部が策定した「重点計画－2007」において「国民視点の社会保障サービスの実現に向けての電子私書箱（仮  

称）の創設」が盛り込まれたことを受け、2007年度「電子私書箱（仮称）による社会保障サービス等の汀化に関する検  
討会」開催。具体的なユースケースによる検討詳細化を行うため、2008年度「電子私書箱（仮称）構憩の実現lこ向け   

た基盤整備に関する検討会」を開催。  
ノこれまで8／22、11／5、12／17の3回開催。2008年度内とりまとめ予定。  
／特定健診結果、年金記録をユースケースとして検討を行うため、ユースケース検討ワーキンググループを設  
置、これまで8回開催。昨年12月の第3回検討会に中間報告「電子私事偏（脚  
告書ver酬L   

㊥ユースケース検討ワーキンググループ中間報告概要   
特定健診一特定保健指導、年金記録をユースケニスとし、情報保有機関と国民との間の情報伝達の要となる重量私   
重森鮎吐フォームについて、①連術仕様臼≡王魁阻遠国J蜘に関する検   
討及び②剋度飽速急に関する検討状況を報告。  

山本 隆一   



各情報保有機関がばらばらに情報提供を行うより毛、  

電子私書箱（仮称）の活用によ  仇「安全」かつ「利便性高く」情報提供を行うことが可能となる。  

謝接甜聯鮪簡襲l殊遇       I8餐理助ヨ発転義低減忍苦惑  
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ユースケース検討ワーキングゲル＝プにおける検討の成果  

・技術仕様に関する検討   

一情報保有機関が保有すろ本人の社会保障情報等を利用者が入手、閲覧及び活用で  
きるための電子私書箱（仮称）へのアクセス手法に関する技術仕様を検言寸し、基本設  
計（モデル図等）として構成した。   

－また、特定健診結果及び年金記録のユースケースに基づき、基本設計の適用可能  
性について検討し、その結果を一定の方向性として「電子私書箱（仮称）プラットフォー  
ム基本設計報告書」としてとりまとめた。  

・制度的課題に関する検討   

一電子私書箱（仮称）に関連した制度的課題のうち、個人情報保護、情報セキュリティ  
及び情報通知完了時期等に係る制度的な課題を具体化し整理した。  

・電子私書箱（仮称）は、社会保障や電子行政等において情報を効率的に提供する「信頼で   
きる基盤」と位置づけられ、政府機関等による情報提供サービスを構築する際の基本設   
計となりう′るものと考えている。  

・具体的には、厚生労働省で検討されている「社会保障カード（仮称）」構想や、内閣官房IT   
担当室で検討されている「次世代電子行政サービス」等の設計の際に、電子私書箱（仮   
称）の基本設計が活用されることが望まれる。  

電子私書箱（仮称）の実現に向けた基盤整備に関する検討会の資料は右記からご覧になれます。http：／／WWW．kantei．gojp月P／singi／it2／epo－box2Iindex．html   




